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　 国際会計基準審議会（ International Accounting Standards Board：以 下、
IASB） における非金融負債  １） の基準化が新たな局面を迎えている。 ２０１３年  ７  月
に概念フレームワークの討議資料が公表されたことで新たな概念フレームワーク
の開発が進み、そこでの負債の定義によって基準化が進められるとすれば、非金
融負債の基準は従来までの基準とは異なるものになると考えられる。
　 そもそも 、 IASB の非金融負債の基準化は、１９９８ 年に国際会計基準第３７号  
「 引当金、 偶発負債及び偶発資産」（ International Accounting Standard No.３７ , 
Provisions, Contingent Liabilities and Contingent Assets： 以下、 IAS３７） ２） が
公表されることによって始まった 。 その後、 他の IFRS の範囲に含まれない負債
 １）  非金融負債とは、 IAS 第３２号「金融商品 ： 開示および表示」 で定義されている金融負債以外の負
債をいう。非金融負債は引当金を含む概念である。
 ２）  International Accounting Standards Committee（ IASC） ［１ ９９８］ ，IAS No.３７ , Provisions, Contingent 
Liabilities and Contingent Assets.（企業会計基準委員会 ・ 財務会計基準機構監訳［２ ０１２］ 、国際会
計基準第３７号「引当金、偶発負債及び偶発資産」 『国際財務報告基準』 中央経済社。）
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（金融負債） が IAS３７ にも該当しない場合があるなどの問題点を解決するため、
IAS３７ 改訂のプロジェクトが進められ 、２００５年 と ２０１０年 に IAS３７ を修正する  
ための公開草案が公表された。
　 こうした中 、 IASB は２０１１年  ７  月２６ 日にアジェンダ ・ コンサルテーション  
２０１１（ Agenda Consultation ２０１１： 以下、アジェンダ協議） を公表した。アジェ
ンダ協議の目的は 、 IASB の作業計画の戦略的方向性とバランスを決めるため  
に、財務報告に関心を有するすべての人からの意見を集め、公的説明責任の正当
性を高め 、 IFRS の可視化を深めることであった 。 アジェンダ協議に寄せられた
コメントには、資産および負債の定義の明確化が多くの問題を解決する前提条件
であるとする意見が多くあった。そして、現在の負債の定義にいくつかの問題が
あることが確認された。そのため、現行の定義を精緻化し明確化するために、概
念フレームワークの改訂が必要であるとされたのである。
　 そして 、２０１３年
 
７
 
月１８ 日には IASB から討議資料『 財務報告のための概念  
フ レ ー ム ワ ー ク の 見 直 し 』（ Discussion Paper, A Review of the Conceptual 
Framework for Financial Reporting：以下、 DP 概念フレームワーク） が公表さ
れた。ここでの負債の定義は、従来の負債に比べて、負債が義務であるというこ
とを強調するために定義が簡素化されている。こうした規定を基に非金融負債の
基準が策定されることが予想されるため 、 IAS３７改 訂による基準は従来の基準  
とは異なったものになると考えられるのである。
　 本論文では、 IASB における非金融負債の動向を追い 、 IAS３７が 将来どのよう
な基準になるかについて検討を行う。
? ?????????
?????????????????
　 IASB における非金融負債の最初の基準は １９９８ 年に公表された IAS３７ である
といえる  ３） 。 IAS３７ において引当金は、 時期又は金額が不確実な負債であると定
義されている （ IAS３７ .１０） 。 ここでいう負債とは 、 過去の事象から発生した企業
の現在の債務で、その決済により経済的便益を有する資源が企業から流出する結
果となることが予想されるもののことである （ IAS３７ .１０） 。
 ３）  ただし 、 IAS３７ が公表された １９９８ 年時点では、 国際会計基準委員会（ International Accounting 
Standards Committee： IASC） によるものである。
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　 IAS３７ の主な特徴は次のとおりである。
 
①
 
認識要件として現在の債務 （法的又は推定的） を要求している （ IAS３７ .１４） 。
 
②
 
引当金および偶発負債が蓋然性によって区分されている （ IAS３７ .１３） 。
 
③
 
将来の営業損失、不利な契約及びリストラクチャリングに関する規定がある
（ IAS３７ .６３ -８３） 。
　引当金および偶発負債の発生可能性による分類は図表
 
１
 
で表すことができる。
　 IAS３７ の規定では負債の認識において、 蓋然性の低いものは偶発負債として注
記開示される。一方、 IFRS３「企業結合」 の公開草案（ Exposure Draft, Proposed 
Amendments to IFRS３ ： 以下、 EDIFRS３） では、蓋然性の低い偶発事象（負債）
についても公正価値で測定する対象として認識される  ４） 。このため、 EDIFRS３
によって認識された蓋然性の低い負債が 「原始認識後直ちに認識終了が求められ
る」 ５） ということが起こりうる 。 EDIFRS３ で認識された蓋然性の低い負債は
IAS３７ では認識されないため 、２  つの基準間の蓋然性の低い負債に対する規定の
整合性が問題となる。このため、 IAS３７ の改訂が求められることになったのであ
る  ６）。
　また、 IAS３７ 改訂の他の理由としては、 米国基準との統合や測定の明確化など
も挙げられる  ７） 。現行の IAS３７で は「支出の最善の見積り （ best estimate）」 によ
り負債が測定されるべきとしているが、この用語はいろいろな意味に解釈するこ
とができる。
?????????????????????????
引当金／偶発負債経済的便益の流入・流出の可能性
引当金として負債を認識※ ２可能性が高い（ probable）※ １
偶発負債を注記開示可能性が高くない （ not probable）
開示は要求されていないほとんどない （ remote）
※１  可能性が高いとは資源の流出が起こる可能性が 、 起こらない可能性よりも高い
（ more likely than not） ということを意味する （ IAS３７ .２３） 。
※２  可能性が高いものであっても 、 債務の金額を信頼性を持って見積ることができない
場合には、偶発負債を注記開示する。
 ４）  IASB［２ ００５  b］、 paras.３５ -３６。
 ５）  川村［２ ００７］ 、 p.３５。
 ６）  IASB［２ ００５  b］、 paras.BC４ -６。
 ７）  田中［２ ０１０］ 、 p.１９。
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　その他にも、引当金と偶発負債を区別するための論拠がない、負債と引当金の
間には明確な区別がない、また、負債の定義を満たしていない項目が引当金とさ
れているなどの問題点があったと考えられる。
?????????????????????
　 IAS３７ 改訂のための公開草案「 IAS３７ および IAS１９ の修正案」（ Exposure 
Draft, Proposed Amendments to IAS３７  Provisions, Contingent Liabilities 
and Contingent Assets and IAS１９  Employee Benefits：以下、 ED２００５） ８） は、
FASB との短期統合プロジェクト及び企業結合プロジェクトの成果として公表さ
れた（ ED２００５ .１）。
　 ED２００５ では基準から 「 偶発負債」 という用語を削除することが提案された 。 
偶発負債の本来の意味は将来の不確実な事象の生起によってのみ確認することが
可能な債務であるが、 IAS３７ では、 現在の債務であるが発生の可能性の高くない
ものや、測定の信頼性が低いために引当金として認識されないものも、偶発負債
として扱っていた 。 このため 、「 従来の偶発負債という用語の使用法には混乱が
みられるので 、 偶発負債の削除はそうした混乱を回避することを目的の
 
１
 
つ」９）  
としている。
　ま た、 IASB は、 負債から引当金を区別するための明確な概念の論理的根拠が
含まれていないことを指摘しており、 他の基準の範囲内でない負債は、 IAS３７に
よって負債として認識されるはずであるが、義務の時期や金額について不確実性
が小さいことに基づいて 、 IAS 第３７ 号の適用範囲からも除外されるかもしれな  
いことを危惧し 、「 非金融負債」 という用語の使用を提案している （ ED２００５ . 
BC７４） 。
　このことで、 IAS３７ は特定の場合を除き、 ほかの基準書の適用を受けないすべ
ての非金融負債の会計処理において適用されなければならない、ということを明
確化させたといえる （ ED２００５ . 質問１-IAS 第３７ 号の範囲）。
　 ED２００５ における非金融負債は、 以下の条件を満たす場合にこれを認識しなけ
ればならない （ ED２００５ .１１）。
（ a） 負債の定義を満たしており、
 ８）  IASB［２ ００５  a］，Exposure Draft, Proposed Amendments to IAS３７  Provisions, Contingent Liabilities 
and Contingent Assets and IAS １９  Employee Benefits, June.
 ９）  川村［２ ００７］ 、 p.３６。
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（ b） 信頼性を持って測定することが可能であること。
　 非金融負債の認識は、 不確実な将来の事象が発生する （ 若しくは発生しない ）
 
蓋然性にかかわらず認識され、将来の事象に関する不確実性は、認識される負債
の測定の中で反映される （ ED２００５ .２３） 。
　また、 「最善の見積り」 という用語が様々な解釈の余地を残すため、 IASB はこ
の用語を削除することに決め 、 その代わりに 、 現行の基準で「 最善の見積り 」 の
内容を説明している記述を 、 測定の対象に関する記述として用いることにし
た １０） 。
　しかし、 ED２００５ の測定に関しては、依然あいまいな部分が残っていたため、
２０１０ 年に追加の公開草案「 IAS３７ における負債の測定 」（ Exposure Draft, 
Measurement of Liabilities in IAS３７ ：以 下、 ED２０１０） １１） が公表された 。 こ こ
での測定は、当初測定として、企業実体は現在の債務を決済するために期末日に
合理的に支払う金額で負債を測定するとしている （ ED２０１０ .３６） 。そ し て、合 理
的に支払う金額を、次のうち最も低い金額であるとしている （ ED２０１０ .３６） 。
（ a） 債務を履行するために要求される資源の現在価値
（ b） 企業実体が債務を決済するために支払われなければならない金額
（ b） 企業実体が債務を第三者に移転するために支払わなければならない金額
　そして、非金融負債の見積りの基礎は期待キャッシュ・フロー・アプローチで
あり、起こりうる結果の幅を反映した複数のキャッシュ・フローに関するシナリ
オを 、 それらが起こる確率によって加重平均する （ ED２００５ .３１）。こ こ では、期
待キャッシュ・フロー・アプローチは、同種の複数の債務に関する負債と、単一
の債務に関する負債の両方に適している方法であると述べられている。 IAS３７と  
 
２
 
つの公開草案の主な相違点は図表
 
２
 
のように表すことができる。
 １０）  山田［２ ００６］、 p.１８１。
 １１）  IASB［２ ０１０］ ， Exposure Draft, Measurement of Liabilities in IAS３７（  Limited re-exposure of 
proposed amendment to IAS３７） ， January.
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　 IAS３７ の公開草案では、 蓋然性の認識規準が削除され、 他の基準との整合性が
図られた。そして、蓋然性は測定に反映されることとなった。ここでの蓋然性の
規定は、 EDIFRS３ と同様のものである 。 ま た、 測定に関する規定はより詳細な
ものとなった。 IAS３７ に対する公開草案ではこうした提案がなされたが、 その後
基準化は行われなかった。そして、 IASB では新たな動きが表れた。
? ?????????????????
　 IASB は２０１１年  ７  月２６ 日にアジェンダ協議を公表した 。 これは 、 参加国の多
様性や金融市場の複雑性に対応するために、財務報告に影響を受けるすべての関
係者に向けて自由回答方式の質問を設定し、今後
 
３
 
年間のアジェンダの優先順位
について意見を募集するものである。財務報告に関心を有するすべての人から意
見を集めることで、作業計画の戦略的方向性とバランスを決め、公的説明責任の
正当性を高め、 IFRS の可視化を深めることを目的としている。
?????????????
　アジェンダ協議では、将来のアジェンダに向けての戦略的アプローチに反映す
べき
 
３
 
つの主要な側面があると考えられている １２） 。
①
 
多様化した IFRS 共同体
　 主要経済圏のほとんどすべてが 、 IFRS を使用しているか又は IFRS とのコ  
※１  負債が存在するかどうかに関する不確実性ではなく 、 負債を決済するのに求められる金
額に関する不確実性に言及するために 「偶発事象」 という用語を用いる。
 １２）  IASB［２ ０１１］、 p.８。
????? ??? ? ??????????? ??????
ED２００５・ ２０１０IAS３７
非金融負債引当金・偶発負債基準の範囲（負債）
当該用語を削除　※ １認識されない潜在的な債務
又は現在の債務
偶発負債
当該規準を削除経済的便益をもつ資源の流
出が、 引当金の決済に求め
られる可能性が高い場合 、
引当金は認識されなければ
ならない
蓋然性の認識規準
合理的に支払う金額で負債
を測定するとし、 ３
 
つの中で
最も低い金額とする
支出の最善の見積り測定規準
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ンバージェンス若しくは IFRS 採用の計画を発表している 。 実際、 さ らに多くの  
国々が本年及び来年に IFRS 共同体に加わろうとしている 。 IFRS 共同体が拡大 
するにつれて、 ますます多様化が進み、 その結果、 新たな財務報告の論点を IASB
が検討する必要が出てくる可能性がある。
②
 
複雑化した市場環境
　過去 １０ 年間に金融市場はますます複雑化し、 検討を要する新たな論点や課題が
出てきている。
③
 
適用を要する数々の変更
　これらの論点を検討する間に、利用者及び作成者の作業量や彼らに対する圧力
についても意識している。
　 アジェンダ協議では次に示す
 
２
 
つの主要な区分と
 
５
 
つの戦略領域が示され 、 そ
れらの方向性に同意するか、また、どのようにバランスさせるかについての意見
を募った １３） 。
①
 
財務報告の開発
（ a） 概念フレームワーク
（ b） 財務報告に係る戦略的論点の調査研究
（ c） 基準レベルのプロジェクト
②
 
既存の IFRS の維持管理
（ d） 適用後レビュー
（ e） 適用上のニーズへの対応
????????????????????????
　 アジェンダ協議に対する意見として 、 IASB が何を優先事項とすべきなのか  
についてのコメント ・ レターが ２４６ 通提出された 。 そして 、 アジェンダ協議に
 
寄せられたコメント ・ レターへの返信として 、２０１２年 １２月 に「 フィードバッ
 
ク・ ステートメント ： アジェンダ協議 ２０１１」（ Feedback Statement: Agenda 
Consultation ２０１１ ：以下、フィードバック・ステートメント） が公表された。
　フィードバック・ステートメントでは、関係者の主要なメッセージとそれに対
する IASB の今後の対応方針が示されている 。 回答者は次のような要望をし  
た １４） 。第
 
１
 
に今後は皆が新しい基準に習熟できるようにするため、平穏な期間を
 １３）  IASB［２ ０１１］、 p.９。
 １４）  IASB［２ ０１２］ 、 p.５。
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置くべきだと要望した。第
 
２
 
に基準設定に首尾一貫した実務の基礎を提供するた
め、 IASB が「概念フレームワーク」 に関する作業を優先することにほぼ全員一致
の支持があった。 第
 
３
 
に新たに IFRS を採用する人々のニーズに対応するために、
基準の焦点を絞った改善を行うよう要望を受けた。第
 
４
 
に基準の適用及び維持管
理にもっと注意を払うよう要望を受けた。
　そして、 IASB では次の  ３  つの領域に重点を置くとした １５） 。
・適用及び維持管理（適用後レビューを含む） （適用及び維持管理）
・概念フレームワーク （概念フレームワーク）
・少数の主要 IFRS プロジェクト （主要プロジェクト）
　アジェンダ協議では、特に概念フレームワーク・プロジェクトに優先的に取り
組むべきとの圧倒的な支持が寄せられた １６）。それは、 回答者の多くが資産および
負債の定義の明確化が多くの問題を解決する前提条件であると考えていたからで
ある。フィードバック・ステートメントでは、リース、排出権取引スキーム、料
金規制事業、 非金融負債のプロジェクトに関する作業で 、 現在の「 資産」 と 「 負
 
債」 の定義に関するいくつかの問題が明らかになったとし、現行の定義を精緻化
し明確化する予定であるとしている １７） 。そして、 IASB は、 概念フレームワーク
を改訂するプロジェクトを、 共同プロジェクトではなく IASB のプロジェクトと
して進める予定である １８） 。
　 IASB は今後 ３  年間にわたり 、 広範囲の研究および開発のプログラムを推進す
る予定であり 、 場合によっては会計諸団体のネットワークと共同で 、 調査研究
 
ペーパーまたはディスカッション・ペーパーを開発する １９） 。ディスカッション・
ペーパーは、基準レベルの解決策を開発するに値する潜在的な問題点を利害関係
者が識別しているかどうかを評価する最初のステップとして開発される 。 プロ
ジェクトが基準レベルのプロジェクトとなるのは、問題点が適切に定義され、高
品質で適用可能な解決策をスタッフが識別したと IASB が確信する場合のみであ
る、 としている。その後、 公開草案が公表され、 IFRS が公表される。 IFRS 公表
までの改訂後のプロセスは図表
 
３
 
で表される。
 １５）  IASB［２ ０１２］ 、 p.６。
 １６）  Teixeira・川村［２ ０１３］ 、 p.１２。
 １７）  IASB［２ ０１２］ 、 p.８。
 １８）  IASB［２ ０１２］ 、 p.８。
 １９）  IASB［２ ０１２］ 、 p.９。
加　納　慶　太
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　改訂後のプロセスではアジェンダ決定の前に、ディスカッション・ペーパーに
よって基準変更が正当化されるかどうかを精査することになる 。 IASB は、こ の
プロセスが有効に機能すれば 、「 公開草案および基準開発に要する期間は 、 現在
よりもかなり短くなる」 ２１） と述べている。また、これらの基準開発のプロセスは
 
 IASB 単独ではなく、各国基準設定主体や他の利害関係者の協力が必要となると
ともに、 IASB が調査研究能力を開発することが必要となる ２２） 。
　 IAS３７ の修正（ 非金融負債） については 、 調査研究プロジェクトの優先プロ  
ジェクトとして識別されている 。 プロジェクトは １８ ヵ月の間に徐々に作業を開
 
始するものである 。 IASB は、 非金融負債のプロジェクトは 、 実務上の困難を生
じさせ続けている事例の識別に重点を置くとしている ２３） 。
　このように、アジェンダ協議およびフィードバック・ステートメントでは複雑
?????????????????????? 20）
 ２０）  IASB［２ ０１２］ 、 p.１０。
 ２１）  IASB［２ ０１２］ 、 p.９。
 ２２）  IASB［２ ０１２］ 、 p.９。
 ２３）  IASB［２ ０１２］ 、 p.１２。
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化・ 多様化している金融市場や IFRS 共同体へ対応のための戦略として 、 基準開
発の方法が変更され 、 概念フレームワークの開発に優先的に取り組むこととし
 
た。概念フレームワークの開発では、特に資産と負債の定義を明確化するとして
いる。負債の定義の変更は非金融負債の基準開発に影響を及ぼすため、その内容
について確認する必要がある。
???????????????????????????
　２ ０１３年
 
７
 
月１８日 、 IASB は DP 概念フレームワークを公表した 。 コメントの  
締め切りは ２０１４年
 
１
 
月１４ 日である 。 概念フレームワークの改訂作業は 、２０１５
年の完成を目指して進められる。以前までは段階的なアプローチによって作業を
行っていたが、現在の計画では全体を一括して検討するアプローチによって作業
を進めることとなっている。今後は、 ①構成要素、 ②測定、 ③報告企業、 ④表示、
⑤開示という
 
５
 
つの分野をカバーするフレームワークを一括して開発することに
なる。
????????????????????
　現行の概念フレームワークにおける負債の定義は、過去の事象から発生した企
業の現在の義務で、その決済により経済的便益を有する資源が当該企業から流出
することが予想されるものとなっている。この定義は、 経済現象（義務） に焦点を
当てており 、 財務諸表利用者にとって目的適合性があり 、 理解可能であるが 、
IASB はこの定義を次の  ２  つの方法で改善できると考えている ２４） 。
①
 
次のことをより明示的に確認すること
 
（ a） 負債は義務である （当該義務が生み出す可能性のある経済的便益の流出で
はなく） 。
 
（ b） 負債は経済的便益の流出を生み出す能力がなければならない。当該流出は
確実である必要はない。その蓋然性が、基礎となる義務が負債の定義を満
たす前に何らかの最低限の閾値に達している必要はない。
②
 
負債の定義を補助するガイダンスを追加して、 特定の基準の解釈指針を改訂又
は提供する際に困難が生じているさまざまな事項を明確化すること。
　 IASB がこのような考えに至った背景には 、 現行の定義が、 経済的資源の「 流
出の可能性」 に言及しているため、 義務（負債） を経済的便益の流出と混同する場
 ２４）  IASB［２ ０１３］ 、 para.２ .１０。
加　納　慶　太
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合があったためである ２５） 。こうした問題を解決するため新しい定義では、 義務で
あることを強調し、義務とそれにより生じる経済的便益のフローとの間の区別を
明確にした ２６）。
　現行の概念フレームワークおよび DP 概念フレームワークで提案されている負
債および経済的資源の定義は図表
 
４
 
のとおりである。
　ここでは、 「流出することが予想される」 という文言が削除され、 負債が義務で
あることを全面に押し出し、資源の流出に関しては確実である必要がない規定と
なっている。このことで、 「義務」 と 「資源の流出」 の
 
２
 
つの要素の混同を回避し
ている。また、経済的資源を新たに定義することで、混乱の発生源を除去しよう
としている。
????????????????
　現行の概念フレームワークと DP 概念フレームワークではどのような相違点が
あるのかを見ていきたい。 DP 概念フレームワークの負債は、 「義務」 と 「 資源の
流出」 の混同を避けるために、義務であることを強調する定義とし、資源につい
ての新しい定義を行っていた。
　現行の定義は、将来の経済的便益 （又は将来の資源流出） は「予想される」 もの
 
でなければならないという考え方を含んでいる。また、現行の認識規準は、資産
又は負債は、当該項目に関連する将来の経済的便益が企業に流入するか又は企業
から流出する可能性が高い場合に認識されると定めている。
　 IASB は現行の概念フレームワークでは 、 負債の不確実性について 、 負債の定
義と認識規準の両方で役割を果たしているように見えるとしている （ para.２ .１７） 。
??????????????????????????
提案している定義現行の定義
過去の事象の結果として企業が経
済的資源を移転する現在の義務
過去の事象から発生した企業の現
在の義務で、 その決済により 、 経
済的便益を有する資源が当該企業
から流出することが予想されるも
の
負債（企業の）
権利又は他の価値の源泉で 、 経済
的便益を生み出す能力があるもの
現行の定義はない経済的資源
　出典： IASB［２ ０１３］ 、 para.２ .１１（企業会計基準委員会訳 ２７） ）。
 ２５）  IASB［２ ０１３］ 、 para.２ .１３。
 ２６）  IASB［２ ０１３］ 、 para.２ .１３（ b）。
 ２７）  https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/press_release/overseas/iasb_ed/con-dp/
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ただし、こうした不確実性という用語が 「最低限の閾値を満たさなければならな
いという要求を伝えることを意図している」 ２８） のかという問題がある。
　この問題に対する IASB の考えは、 負債である多くの項目を除外するおそれが
あるため 、「 予想される 」 という考えを維持すべきではないとしている （ para.２ . 
３５） 。しかし、負債は能力がある必要がある。また、存在しているかどうかの不
確実性は、 蓋然性を設定せず、 それは、 IFRS の開発の際に決定する 。 蓋然性の
閾値を含めると、疑いなく負債であるが、特定の時点で、経済的便益の流出を生
じる蓋然性が低いと判断される一部の項目 （ 例えばオプション ） を認識できない
ことになる （ para.２ .３５（ c））。 こうした考えのもと 、 蓋然性への言及は、 認識規
準からは削除されることとなった。また、最終的な流出に関する不確実性は、そ
れだけでは企業が負債を認識すべきかどうかを決定すべきではないとされる。
　 現行の概念フレームワークと DP 概念フレームワークの相違点は図表  ５  のとお
りである。
 ２８）  IASB［２ ０１３］ 、 para.２ .１８（ b）。
 ２９）  IASB［２ ０１３］ により作成。
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DP 概念フレームワーク現行の概念フレームワーク
セクション２‐財務諸表の構成要素
経済的資源を移転する現在の義務 （ para.２ . 
１１）
現在の義務で、 経済的資源を有す
る資源が流出することが予想され
るもの （ para.２ .９）
負債の定義
負債の定義は、 流出が「予想される」 という
考え方を維持すべきではない （ para.２ .３５） 。
負債の定義において 、 将来の資源
流出は「予想される」 ものでなけれ
ばならないという考え方を含んで
いる（ para.２ .１７） 。
不確実性
（定義）
蓋然性への言及は認識規準から削除すべ
き。 ただし 、 測定に影響を与える可能性は
ある（ para.２ .３５（ｃ） ）。
負債は将来の経済的便益が企業か
ら流出する可能性が高い場合に認
識される （ para.２ .１７） 。
不確実性
（認識規準）
セクション３‐負債の定義を補助するための追加的なガイダンス
負債の現行の定義を維持し 、 推定的義務を
経済的強制と区別するのに役立てるための
ガイダンスを追加することを暫定的に支持
している （ para.３ .６２） 。
企業が外部者に対しある責務を受
諾することを表明しており 、 その
結果、 妥当な期待を外部者の側に
生じさせている （ para.３ .４０） 。
推定的義務
企業は、 過去の事象から生じた負債で企業
が回避する実質上の能力を有していないも
のを、財務諸表から除外すべきではない。
回避する実質上の能力を企業が有していな
い負債だけを含めるべきか 、 企業が将来の
行動を通じて回避できる可能性があるが 、
それでも条件付きの義務も含めるべきなの
かに関しては 、 予備的見解に至っていない
（ para.３ .９６ ,３ .９７） 。
現在の義務は「 過去の事象の結果
として 」 生じたものでなければな
らない（ para.３ .６５） 。
現在の義務
加　納　慶　太
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???????????
　 DP 概念フレームワークにおける負債の認識では 、 負債は義務であるというこ
とが強調されている。これは、 従来までの規定において、 「将来起こりうる」 とい
う文言が、負債の認識に蓋然性が必要不可欠であるとの誤解を招く結果となって
いたからである 。 DP 概念フレームワークにおける負債の考え方は義務であるこ
とが重要であり、蓋然性については言及されていない。ただし、経済的資源を移
転する能力をもっていなければならない。これは収益基準案での提案で履行義務
を「 顧客に財又はサービスを移転する約束 」 と して定義していることと整合的で
ある（ para.３ .３５） 。
　このため、基準レベルにおいても、負債の認識では蓋然性の要求はなくなるこ
とが予想される。これは、 ED２００５ および ED２０１０ で提案された負債の認識規準
と同じ方向性である。そして、その場合には蓋然性の要件は測定へ反映される可
能性がある。
　また、 IASB は、従来まで概念フレームワークの開発を米国と共同で行ってい
たが、今後は、共同プロジェクトではなく IASB のプロジェクトとして進める予
定である ３０） 。ただし、 IASB 以外の基準設定主体が概念フレームワークの開発に
関与することを否定しているわけではなく、各国の基準設定主体に調査協力を依
頼して開発を進める予定である。さらに、概念フレームワークの開発を、基準レ
ベルのプロジェクトで扱う種類の取引や問題点と切り離すことはしないとしてい
る ３１）。
　こうした IASB の動向によって、 以前と異なるアプローチの方法による概念フ
レームワークが作成され、基準が開発されることとなる。
　１９９８年 に IAS３７ が公表され 、 その後改定作業が続いているが 、 いまだに新し
い基準は公表されるに至っていない 。 今後は２０１４年
 
８
 
月に概念フレームワーク
の公開草案が公表され 、２０１５年
 
９
 
月に完成する予定である 。 今後の非金融負債
 
の動向については 、 IASB による概念フレームワークおよび基準の開発がどのよ
うに進められていくかを注視する必要があるだろう。
　図表
 
６
 
は IAS３７ およびそれに関連する IASB の動向である。
 ３０）  IASB［２ ０１２］ 、 p.８。
 ３１）  IASB［２ ０１２］ 、 p.８。
IASB における非金融負債の動向
１５２
????
　 本論文では、 IASB における非金融負債の動向についてみてきた 。 非金融負債
の基準化としては １９９８年 に IAS３７ が公表され 、２００５年 と ２０１０ 年に改訂のた  
めの
 
２
 
つの公開草案が公表された 。 しかし 、２
 
つの公開草案による新しい基準は
公表されなかった 。 その後、２０１１年 に IASB の作業計画の方向性とそのバラン  
スを図るためアジェンダ協議が公表され、多くのコメントが寄せられた。そこで
は、 現行の概念フレームワークの負債の定義に問題があることが確認され、 ２０１３
年に DP 概念フレームワークが公表されることとなった。
　 DP 概念フレームワークにおいて負債の定義は 「 過去の事象の結果として企業
が経済的資源を移転する現在の義務」 とされ、 負債は義務である（当該義務が生み
出す可能性のある経済的便益の流出ではなく） ことが強調された。この負債の定
義は、これまでの定義で用いられていた蓋然性の文言が削除されており、従来よ
りも簡素な定義となっている。
　概念フレームワークを基に基準が策定されるとすれば、簡素な定義によってよ
り広い負債が認識されることが予想される。これは、蓋然性の高くないものでも
????? ??? ??????? ? ?? ???
動　　　向年　　月
IAS３７「引当金、偶発負債及び偶発資産」１９９８年  ９月
公開草案「 IAS３７及 び IAS１９ の修正案」
コメントの期限は２ ００５年 １０月 ２８ 日まで。
２００５年  ６月
公開草案「 IAS３７ における負債の測定」
コメントの期限は２ ０１０ 年５月１ ９ 日まで。
２０１０年  １月  ５日
意見募集「アジェンダ協議２ ０１１」
（ Request for Views, Agenda Consultation ２０１１ ）２０１１年  ７月２ ６日
「フィードバック・ステートメント：アジェンダ協議２ ０１１」
（ Feedback Statement: Agenda Consultation ２０１１ ）２０１２年 １２月 １８日
討議資料「財務報告に関する概念フレームワークの見直し」
（  Discussion Paper, A Review of the Conceptual Framework for 
Financial Reporting.）
２０１３年  ７月１ ８日
概念フレームワークの公開草案の公表予定　※１２０１４年  ８月
概念フレームワーク、最終化予定　※２２０１５年  ９月
※１　出井［２ ０１３］ 、 p.２８。
※２　 IASB［２ ０１２］ 、 p.７。
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負債として認識して、測定の段階において蓋然性を考慮するというものである。
これにより、発生の可能性の低い負債がオンバランスされることとなるため、財
務諸表利用者への有用性が確保されるかが問題となる。
　 ただし 、 基準の開発において 、 今後は米国との共同作業ではなく 、 IASB に 
よって作業が進められるため、以前とは異なる策定プロセスや問題点が発生する
ことも考えられる。そして、 IAS３７ の修正については、 調査研究プロジェクトの
優先プロジェクトに分類されており、この開発には各国基準設定主体や他の利害
関係者の協力が必要であるとのことであるから 、 IASB やその他の関係者がどの
ように開発を進めていくかを注視する必要がある。
　概念フレームワークは ２０１４年
 
８
 
月に公開草案が公表され、 ２０１５年
 
９
 
月に完成
する予定である。まずは公開草案においてどのような案が公表されるかを確認す
る必要がある 。 ま た、 各関係者からどのようなコメントが寄せられたかを検討
 
し、 新しい負債の定義の問題点を認識することで、 IAS３７ がどのように修正され
るかの示唆を得られるであろう。
　 非金融負債が今後どのような基準になるかを検討するためには 、 これからの
IASB の動向について注視していく必要がある。
（筆者は関西学院大学大学院商学研究科大学院研究員）
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????
 ・  International Accounting Standards Board（  IASB） ［２ ００５ a］， Exposure Draft, 
Proposed Amendments to IAS ３７  Provisions, Contingent Liabilities and Contingent 
Assets and IAS １９  Employee Benefits, June.（企業会計基準委員会［２ ００５］ 、公 開
草案「 IAS 第３７ 号修正案『引当金及び偶発資産』 および IAS 第１９ 号修正案『従業
員給付』）
 ・  IASB［２ ００５ b］， Exposure Draft, Proposed Amendments to IFRS ３ .
 ・  IASB［２ ０１０］ ， Exposure Draft, Measurement of Liabilities in IAS３７（  Limited 
re-exposure of proposed amendment to IAS３７） ， January.
 ・  IASB［２ ０１１］，Request for Views, Agenda Consultation ２０１１ , July.（ IASB［２ ０１１］ 
意見募集「アジェンダ協議 ２０１１」７月 。）
 ・  IASB［２ ０１２］ ，Feedback Statement: Agenda Consultation ２０１１ , December.（ IASB
［２ ０１２］ 「フィードバック・ステートメント：アジェンダ協議 ２０１１」１２月 。）
 ・  IASB［２ ０１３］ ， Discussion Paper, A Review of the Conceptual Framework for 
Financial Reporting, July.（ IASB［２ ０１３］ 「財務報告に関する概念フレームワー
クの見直し」 ）
 ・  International Accounting Standards Committee（  IASC） ［１ ９９８］ ， IAS No.３７ , 
Provisions, Contingent Liabilities and Contingent Assets.（企業会計基準委員会 ・ 財
務会計基準機構監訳［２ ０１２］ 、国際会計基準第 ３７号「引当金、偶発負債及び偶
発資産」『国際財務報告基準』 中央経済社。）
 ・  ASBJ［２ ００９］ 「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」 （  ７  月）。
 ・  ASBJ［２ ０１２］ 「意見募集 『アジェンダ協議 ２０１１』 に対するコメント」 『季刊会
計基準』 第３６号（  ３  月）、 pp.５６ -６７。
 ・  Teixeira, A., 川村義則［２ ０１３］ 「 IASB 概念フレームワーク・プロジェクトの動
向」『会計・監査ジャーナル』 第６９３号（  ４  月）、 pp.１１ -２４。
 ・  池田悟［２ ０１２］ 「 IASB アジェンダ ・ コンサルテーションに対する経団連コメン
トと今後の展望について」 『企業会計』 第６４巻 第 ４  号（  ４  月）、 pp.５０ -５６。
 ・  川村義則［ ２００７］ 「 非金融負債をめぐる会計問題 」『 金融研究』 第２６巻 第 ３  号 
（  ８  月）、 pp.２７ -６７。
 ・  小賀坂敦［２ ０１２］ 「 IASB のアジェンダ ・ コンサルテーションへの対応とその意
義」『季刊会計基準』 第３６号（  ３  月）、 pp.４７ -５５。
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 ・  関根愛子［２ ０１２］「 IASB のアジェンダ協議 ２０１１ と日本公認会計士協会の対応」
『企業会計』 第６４巻 第 ４  号（  ４  月）、 pp.３６ -４２。
 ・  田中建二［２ ０１０］ 「 IFRS における負債の認識と測定」 『企業会計』 第６２巻 第 ９  
号（  ９  月）、 pp.１８ -２４。
 ・  出井美智子［ ２０１３］ 「 IASB 概念フレームワークに関する説明会報告 」『会 計・
監査ジャーナル』 第６９３号（  ４  月）、 pp.２５ -２９。
 ・  山田辰己（他訳） ［２ ００６］ 「 IAS 第３７号『非金融負債』 に関する討議資料」 『企
業会計』 第５８巻 第 ４  号（  ４  月）、 pp.１７６ -１８２。
